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千曲川破堤氾濫を対象とした浸水解析と 

その家屋被害評価への活用 
中部大学工学研究科建設工学専攻 佐藤 大介 

指導教授 武田  誠 

 

1. はじめに 

 2019 年 10 月 12 日，大型で強い勢力の台風第 19

号が伊豆半島に上陸し，各地で記録的な大雨，防

風などを引き起こし，13 日 12 時頃に日本の東で

温帯低気圧に変化し，消滅した．これにより，長

野県長野市を流れる信濃川水系千曲川の 58k 地点

左岸堤防が約 70m にわたり決壊し，氾濫水が穂保

地区に流入した．この影響で，住宅地やりんご畑

などが大きな被害を受けた．JR 東日本の長野新幹

線車両センターも浸水し当時留置していた 12 両

編成の車両 10 編成，合わせて 120 両が浸水した．

最終的に 9.5km2 の浸水域，4.3m の浸水深を記録

し，人的被害，家屋被害が生じたほか，農業や交

通にも甚大な被害をもたらした 1)． 

 千曲川は，立ヶ花水位観測所付近で 1000m 程度

の川幅を有しているのに対し，同水位観測所下流

の狭窄部では，120～150m 程度まで狭まる 2)．過

去にも狭窄部が原因で，上流において河川の水位

が計画水位を超越し，越水等により洪水災害が発

生している．過去の災害として，1742 年に発生し

た近世以降最悪の「戌の満水」3)といわれる洪水災

害や立ヶ花水位観測所において観測史上最大の

11.13m を記録した 1983 年の台風 10 号による洪

水災害 3)等が挙げられる．本災害における決壊個

所も立ヶ花上流であり，狭窄部を要因とした過去

の水害と類似した災害であるとされる． 

 本研究では，台風第 19 号により発生した千曲

川破堤氾濫を対象に浸水解析モデルを用いた再

現計算を行う．氾濫水全体の挙動を考察する広域

における再現計算では，現地調査における痕跡水

深 4)との比較による解析モデルの妥当性評価を行

うこと，排水過程を考慮した浸水の様子を考察す

ることを目的とする．また，建物の有無が浸水解 

 

析に与える影響を考察するため，浅川－千曲川合

流部および堤防決壊地点近傍において建物を考

慮した浸水解析を行う．浅川－千曲川合流部付近 

(以下，領域 α) の解析では，豊能地区の浸水のメ

カニズムおよび排水操作が氾濫水に与える影響

を考察する．決壊地点近傍 (以下，領域β) の解析

では，「住居不可能な家屋が出現する値」5)や旧耐

震・新耐震基準における倒壊限界値 5)を用いて家

屋被害を考察する．さらに，実際の建物被害への

活用として，家屋周辺の計算メッシュにおける計

算値と旧耐震基準における閾値の関係から家屋

被害の評価を行い，倒壊すると評価された家屋を

除いて再度浸水解析をすることで決壊に伴う実

際の流況や建物被害の変化を考察する．最後に，

避難困難度指標を用いた避難状況の考慮を行い，

当時の避難に関する危険度を明らかにする． 

 

2. 数値解析法および諸条件 

 本研究は，河川流の解析を行わず，堤防の決壊

が生じた地点に水深を境界条件として与え，氾濫

流の解析を行った．氾濫流の解析にはデカルト座

標系の平面二次元不定流モデルを用いた．図.1に

領域データを示す．広域の計算において，国土地

理院の数値標高モデル (5m メッシュ) を用いて

10m メッシュの地盤高データを作成し，10m メッ

シュにおける浸水解析を実施した．地盤高データ

には，浅川内の地盤の欠損や用水路，アンダーパ

ス，浅川のパラペット等の詳細な地形が表現され

ていないため，ArcGIS を用いて修正した．浸水は

標高が低い地域で生じるので，計算量負荷の低下

を狙い標高が高い地域は非計算領域とし，一次元

配列を用いて計算格子数を減少させた．排水条件

は，浅川第三排水機場のポンプ排水 (14m3/s) お
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よび浅川樋門開放による排水を考慮した．操作実

績を参考にポンプは 9 時に稼働させ，9 時 45 分に

停止，浅川樋門の開放は 10 時 30 分とした．浅川

樋門は一つ当たりの大きさが幅 5.8m，高さ 6.1m

であり，左岸側に 3 台，右岸側に 2 台の計 5 台あ

る．排水流量は，浅川樋門か所の浸水深が樋門の

高さを超える場合にはオリフィス式を用い，超え

ない場合は，越流公式を用いた．なお，排水流量

の算定に千曲川下流部の水位は考慮せず，樋門の

昇降速度は考慮せずに開放は瞬時に行われると

した．領域 α，βにおける詳細な解析においても

同様のモデルを用いた．この領域では，建物が氾

濫水に与える影響を詳細に考察するため 10m メ

ッシュの地盤高データを 2m に分割し，2m メッシ

ュにおける浸水解析を実施した．また，呉らの研

究 6)から流失および損壊が大きかった家屋を特定

し，すべての家屋を考慮する CASE 1，流失した家

屋を非考慮とする CASE 2，流失および損壊が大

きかった建物を非考慮とする CASE 3 を検討した． 

 家屋被害に関して，「住居不可能な家屋が出現

する値」として流体力 U2h = 2.5 (U：流速，h：水

深) を用いた評価，式 (1) および式 (2) に示す旧

耐震および新耐震基準の倒壊限界値，式 (3) に示

す滑動限界値を用いた評価を行った．なお，本研

究では，倒壊または滑動の閾値どちらか一方を計

算値が上回った場合に家屋被害があるとした． 

 倒壊 (新耐震基準)： 

U   = ට
5.83

(h-1.650)
  1.65m < h 

 倒壊 (旧耐震基準)： 

U   = ට
1.56

(h-1.650)
  1.65m < h 

滑動： 

U   = ට
35.76

h
      0m ≤  h  < 2.6m 

U   = ට
122.95-33.53h

h
 2.6m ≤  h  < 3.2m  

U   = ට
15.65

h
    3.2m ≤  h  

  

避難困難度の評価として単位幅比力 7)を用いた．

単位幅比力は，式 (4) で求められ，圧力項と流速

項の和で表現される．閾値は高齢女性安全避難可

能：0.08，高齢男性・成人女性安全避難可能：0.1，

成人男性安全避難可能：0.125 であり，高齢女性避

難困難：0.16，高齢男性・成人女性避難困難 0.2，

成人男性避難困難：0.25 と設定されている． 

単位幅比力(m) ＝ 
U2h

g
+

h2

2
  

 

3. 境界条件の取り扱い 

 本研究は，千曲川 58k 地点の越水および堤防決

壊後の氾濫水の流入のみを対象とし氾濫解析を

行う．決壊幅は 70m とし，氾濫水の流入条件を推

定するため図.2に示す千曲川左岸堤防 57.5k 地点

に設置された危機管理型水位計の情報，ヒアリン

グ調査の情報を用いた．越水の発生は図.2から 13

日 0 時 30 分とし，水深 0.8m で決壊まで継続する

とした．ヒアリング調査における「13 日 4 時過ぎ

に何かが壊れるような大きな音がした」という情

報から，13 日 4 時を決壊発生時間とした．また，

各報道機関の情報から 12 時まで流入が確認され

たが詳細は不明である．ここでは，図.3に示す立

ヶ花水位観測所の水位データを活用し，立ヶ花水

位観測所の水位がピーク水位  (4 時ごろに

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

図.1 領域データ 
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12.44m) から堤防高である 5m低下した同日 16 時

まで決壊地点に水深があるとした．したがって，

流入水深は，4 時で 5.8m とし，16 時まで直線的

に減少するとした．本研究で用いる決壊地点にお

ける水深の境界条件を図.4に示す．また，越流と

決壊による氾濫水の流入を考慮するため，越水時

は堤防天端に，決壊後は，堤防天端から 40m 西に

移動させた堤防法尻に水深を与えた．さらに，流

入延長および流入方向を検討するため，堤防の決

壊幅である 70m を考慮し，決壊地点付近に流入メ

ッシュを作成した．図.5に各 CASE における流入

メッシュを示す．流入メッシュを 7 つとし流入延

長 70m，x 方向のみの流入を考慮した場合を CASE 

A，流入メッシュを 4 つとし x および y 方向の流

入を考慮し，流入延長を 70m にした場合を CASE 

B，80m にした場合を CASE C とした．実際の状

況を考慮して，堤防に沿って 70m の長さを確保す

るために流入メッシュを 5 つとし流入延長を 90m

にした場合を CASE D，100m にした場合を CASE 

E とした．以下，各 CASE を A，B，C，D，E と

する． 

 

4. 広域における解析結果 

 図.6 に各 CASE における痕跡水深と最大浸水

深の関係を，図.7に最大浸水深と国土地理院の浸

水推定範囲を重ねた図を示す． A から E におい

て，痕跡水深と最大浸水深の差の RMS 値は A：

0.479 m，B：0.793 m，C：0.594 m，D：0.544 m，

E：0.484 m であった．また，浸水面積 (0m 以上の

浸水を示す面積) は A：9.87km2，B：8.39km2，C：

9.05km2，D：9.33km2，E：9.73km2 であった．B，

C，D は，過小評価であることが分かる．流入延長

が A と同等または大きいにもかかわらず流入量

が過小となったのは，y 方向の流入を考慮したこ

とで流入メッシュの隣のメッシュに 2 方向から氾

濫水が流入し，水深が増加したことで境界水深と

の差が減少し流入量が減少したと考えられる． 

 E における浸水深の変化を図.8に示す．計算開

始から 4 時間後の 13 日 4 時までは越水期間であ

り，あまり大きな浸水深，浸水域を示さなかった．

しかし 4 時 30 分の結果では急激に浸水深が大き

くなり，決壊地点付近において危険であることが

示された．6 時ごろには千曲川の氾濫水が浅川を

介して北上し浅川下流部で浸水が生じている．9

時において，浅川第三排水機場のポンプが稼働し

図.2 千曲川 57.5k 危機管理型水位計 

図.3 立ヶ花水位観測所の水位データ 

図.4 境界条件の取り扱い 

図.5 各 CASE における流入メッシュ 
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ているが浸水の低下はみられなかった．10 時では，

浸水実績とほぼ同程度まで氾濫水が拡がり，10 時

30 分の浅川樋門解放後は水位が低下している様

子が確認でき，19 時ごろには 3m 以上の浸水を示

す地域がないことが分かる．このことから，氾濫

域全体の排水効果には樋門の操作が重要となる

ことが示唆された． 

E における 10 時間後，35 時間後，60 時間後，

84 時間後 (10 月 13 日 10 時，14 日 11 時，15 日

12 時，16 日 12 時) の浸水深の変化と国土交通省

の浸水実績図 8)を図.9に示す．計算値と実績図に

おいて，計算開始から 10 時間後 (13 日 10 時) の

浸水の様子は概ね一致していることが分かる．計

算開始から 35 時間後 (14 日 11 時) では，赤枠で

囲まれた範囲で過大評価を示した．計算開始 60 時

間後 (15 日 12 時) および 81 時間後 (16 日 12 時) 

では，実績の浸水はごくわずかな範囲であったこ

とに対して，計算値では全体的に浸水している様

子を示しており，過大評価であった．特に解析結

果では浅川の上流部において氾濫水の残留が確

認できたが，実際は，小河川・排水路等により浅

川に流入していたことから浸水実績には見られ

なかったと考えられる．ポンプ車による排水を考

慮していないことも要因と考えらえる．また，緑

で囲まれた範囲において，計算値は過小評価を示

した．過小評価を示した範囲は，浅川と千曲川に

挟まれた堤内地であった．これは，千曲川下流部

の水位を考慮していないことから，排水量が実際

の排水量より多く算出されたと考えられる．決壊

地点において過小評価を示した原因は，地盤が侵

食されたことで，氾濫水が貯留し実績として浸水

が記録されたと考えられる．以上のことから，排

水過程を考慮した浸水解析を行う上で水路とな

りうる詳細な地形や正確な排水条件，地盤の侵食

等を考慮する必要がある． 

図.6 痕跡水深と最大浸水深の関係 図.7 最大浸水深と推定浸水域 
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5. 小領域における解析結果 

 小領域における浸水解析を実施するうえで開

境界条件が必要となるため，広域における浸水深

をそれとして用いた． 

5.1 領域 α 

 開境界条件を選定するうえで，領域 α における

痕跡水深と広域の最大浸水深における差の RMS

値を用いた．RMS 値はそれぞれ，A：0.526 m，B：

0.756 m，C：0.562 m，D：0.518 m，E：0.506 m で

あり，この領域において最も値が小さく再現性が

高いと判断される E を開境界条件として用いた．

痕跡水深と建物を考慮した場合の最大浸水深に

おける差の RMS 値は 0.443 m であり，建物を考

慮したことで浸水深が大きくなり広域における

結果より実績に近い浸水深を示した． 

豊野町において当時の浸水の様子と比較した

ところ，少し浸水が早く生じることがわかった．

これは広域の計算において，浅川左岸側における

浸水の状況が実際に比べて過大評価であり，その

結果を開境界条件として用いたためと考えられ

る．ここで，図.10 に豊野町における 10 月 13 日

9 時当時の映像と解析における浸水深および流向

を示す．映像から浸水深は 4m 程度とみられ，解

析結果においても赤丸で囲まれた該当地点付近

では，3.0～4.0m を示していることから痕跡水深

との妥当性は確認された．流向においては，氾濫

水が北側 (カメラ側) に流れる様子は十分に表現

できていることがわかる．しかし，下流から上流

方向に流れる流向が十分に表現できていない．本

研究では，千曲川の堤防決壊における氾濫水の流

入のみを考慮しており，その他の越水，氾濫を考

慮していない．千曲川からの氾濫水が到達する以

前，この地域付近では浅川の内水氾濫によって浸

水が生じており，内水氾濫が流向に影響を与えて

いたこと，浸水解析において，粗度係数を一定に

していること，微地形が表現できていないこと等

が考えられるが，明確な原因は不明である． 

図.8 浸水深の時間変化 

図.9 排水過程の比較 8) 
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 13 日 10 時 30 分および 11 時における浅川第三

排水機場および浅川樋門付近における流向を

図.11 に示す．地点Ⅲ付近から避難を試みた住民

のヒアリング調査の際に，「下流から上流に流れ

ていた氾濫水が 10 時 30 分過ぎに上流から下流へ

と流れ方向が変化し，ボートによる避難に影響が

あった」と情報を得た．この付近の住民が北側へ

の避難を試みると仮定すると，解析結果において

も氾濫水の流向が変化していることから避難に

影響があると考えられる．この変化は，10 時 30

分に行われた浅川樋門の開放によって，氾濫水が

浅川から千曲川に排水されたことで生じたと考

えられる．これらのことから，樋門の開放等によ

る大規模な排水においては，堤内地の避難状況や

氾濫水の挙動を考慮して行う必要があると示唆

された． 

5.2 領域β 

領域 α と同様に開境界条件を選定した．各条件

における領域β内の痕跡水深と広域における最

大浸水深の差の RMS 値は，A：0.515 m，B：0.918 

m，C：0.686 m，D：0.628 m，E：0.477 m であっ

た．このことから以降の考察では，E を用いた．   

建物を考慮しない場合と建物を考慮した CASE 

1 の場合の最大浸水深を図.12 に示す．建物の有

無によって決壊地点付近の浸水深が大きく異な

ることがわかった．建物が氾濫水の流れを阻害し

滞留することで大きな浸水深を示したと考えら

れる．広域における痕跡水深と最大浸水深では，

決壊地点近傍において大きく誤差がある地点が 2

地点あったが，CASE 1 では誤差が低下し，RMS

値も 0.362 m と広域における結果より再現性が高

いことがわかる．領域 α と比較すると，RMS 値の

低下が領域 β の方が大きいことから，建物が氾濫 

水に与える影響は，流速に依存すると考えられる． 

図.11 浅川樋門付近における流向 

図.10 豊野町の浸水の様子 
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なお，両者の相関図は図.18 に示す．このことか

ら，浸水解析を行う際に建物等の地物を考慮する

重要性が示唆された． 

 ここでは，建物の流失，損壊を考慮した CASE1

から CASE 3 を対象とする．図.13 に CASE ごと

の U2h の最大値を示す．流失および損壊が大きか

った建物の周囲において住居不可能な家屋が出

現する値を超えていることから，流体力と家屋被

害には密接な関係があることが示された．CASE 1

において地域Ⅳで，家屋被害を示す範囲が実際の

被害報告より小さいことが確認できる．CASE 3 に

おいては，地域Ⅳの該当家屋付近でも閾値以上の

値を示したことから，決壊地点近くに場所に位置

する家屋の有無が流況に大きく影響することが

わかった．しかし，流体力が閾値を超えている場

合も多くみられることから，本指標は建物被害の

特定には，十分な精度を有していないと考える． 

旧耐震基準における倒壊限界として式 (2)，式 

(3) から算出される閾値を用いた判定状況を

図.14に示す．CASE 1 では，決壊地点付近の流失

した家屋が流況に影響し，地域Ⅳおよび決壊地点

西側で実際に倒壊した家屋付近の値が閾値を下

回った．CASE 2 では，流失した家屋を除いたこと

で流況が変化し，地域Ⅳおよび決壊地点西側で倒

壊した家屋付近において大まかに閾値を超えて

いる様子が表現できている．CASE 3 では，家屋が

さらに減少したことで氾濫水の流れの制限が緩

和され比較的広範囲に拡散することから，地域Ⅳ

および決壊地点西側において閾値を超える範囲

が CASE 2 より減少している． 

新耐震基準における倒壊限界として式 (1)，式

(3) から算出される閾値を用いた家屋被害を

図.15 に示す．どの CASE においても値と建物被

害の関係が十分に表現されなかった．決壊地点付

近の地域における家屋は築年数が古いものが多

く，旧耐震基準を用いて建築された建物が本災害

によって被害を受けたと推定される．また，本研

究で用いた倒壊基準は，地上 2 階建て木造のモデ 

ル家屋における閾値であることから，決壊地点に

近い体育館等の大型の建物は倒壊しなかったと

考えられる． 

これらのことから，災害における家屋被害を正

しく表現するためには，家屋の有無や配置，時間

的な変化，構造，築年数等が非常に重要であるこ

とがわかった． 

 

5.3 家屋被害評価への活用 

 本研究では，実際の流失した家屋，損壊した家

屋の情報を用いて，流体力や家屋被害の検討を行

った．ここでは CASE 1 の結果から家屋被害評価

を試みる．対象地域は，築年数が古い家屋が多く

あると推定されたことから，旧耐震基準における

倒壊限界値を用いた．評価方法として，家屋周辺

の計算メッシュにおいて式 (2)，式 (3) から倒壊

の判別値を求め，倒壊となる計算格子数の時間に

よる最大値と周囲の計算格子数の比率を求めた．

その比率について，25％以上，15％以上，10％以

上，5％以上，2％以上の 5 つのパターンを考慮し，

得られた情報を図.16に示す．本図において赤色，

黄色で示された家屋は実際に流失または損壊が

大きかったと報告された家屋であり，緑色で示さ

れた家屋は報告がなく本計算において条件に当

図.12 最大浸水深 (上：建物非考慮 下：建物考慮) 
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てはまった家屋を示す．地域Ⅳにおいて赤色およ

び黄色の評価が得られなかった．これは先に述べ

たように，決壊地点近くの家屋の存在が影響して

いると考えられる．緑色と評価された家屋の中に

体育館および市役所支所等が含まれている．実際

に被害が生じなかったのは， 旧耐震基準を用い

た建築物でない可能性や構造の違いによるもの

と考えられる．このような大きな構造物が倒壊等

をした場合，破壊した構造材料が他の家屋に影響

して，さらに多くの家屋被害が発生することが考

えられる．家屋被害評価が最も実際の報告に類似

していた比率は 15％だった．地域Ⅳにおいては表

現できておらず，その他の家屋においても表現で

きていない家屋はあるが，緑色の家屋が大きく減

少しており，実績と大まかに一致している．比率

25％以上においては，緑色の家屋はほとんど見ら

れないが，それに伴って赤色および黄色の家屋も

表現できていない．このことから，本研究におい

図.13  U2h の最大値 

図.14  旧耐震基準を用いた倒壊評価 

図.15  新耐震基準を用いた倒壊評価 
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て，家屋被害評価を行う際，家屋周囲の計算メッ

シュにおいて 15％以上が閾値を超える場合に家

屋被害が生じると結論付けた．しかし，これは本

研究における限定的な結果であり，実用化にあた

っては情報が不足しているため今後検討が必要

である． 

 家屋評価において，被害が生じると評価された

家屋を除いて浸水解析を行った．図.17 に各比率

における最大浸水深の様子，図.18 に痕跡水深と

最大浸水深の関係を示す．各比率における痕跡水

深と最大浸水深の差の RMS 値はそれぞれ，2％以

上：0.621 m，5％以上：0.539 m，10％以上：0.448 m，

15％以上：0.279 m，25％以上：0.301 m であった．

体育館を非考慮とした 2％以上，5％以上，10％以

上の場合では，赤丸で示された体育館近くの浸水

深が過小評価となっているが，体育館を考慮した

15％以上および 25％以上では，体育館付近の浸水

深が実績の浸水深に近い結果となった．このこと

から，災害時，体育館に本研究で用いた家屋被害

評価に該当するほどの損壊はなかったと考えら

れる．また，15％以上と 25％以上では，体育館付

近の浸水深は，15％以上の結果より 25％以上の結

果の方が痕跡水深に近いが，体育館北側の家屋付

近の浸水深において 15％以上の場合の方が痕跡

水深に近い値を示したため総合的に 15％以上の

場合における再現性が高い．これらは，建物被害

を用いて設定した比率 15％以上の妥当性を示し

ている．以下，15％以上の場合の考察を示す．す

べての家屋を考慮した CASE 1 と家屋被害評価を

図.17  最大浸水深 

図.16  家屋被害評価 
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適用し該当した家屋を除いた場合の痕跡水深と

の差を図.19 に示す．決壊地点に近い 4 地点で家

屋被害評価を適用した場合の結果の方が精度よ

く再現できていることがわかる．家屋被害評価を

適用した場合は決壊地点に最も近い家屋を考慮

していないことから，災害当時，決壊地点に近い

建物は決壊が生じた後，すぐに流失や大きな損壊

が生じたと考えられる． 

また，図.20 に CASE 1 と家屋被害評価を適用

した場合の旧耐震基準の倒壊限界値を用いた判

別値を示す．決壊地点南方および地域Ⅳ付近にお

いて判別値を超える範囲が拡大している様子が

わかる．図.21に 15％以上に該当する家屋を除い

た場合における 15％以上の家屋被害評価を示す．

赤色，緑色の家屋が増加し，黄色の家屋が減少し

た．赤色の家屋が増加した点は精度向上につなが

ったが，全体的に実績と類似した結果は得られな

かったため今後検討が必要である． 

図.19  痕跡水深との誤差 (左：CASE 1 右：15％) 

図.20 旧耐震基準を用いた倒壊評価 

(上：CASE 1 下：15％) 

図.18  痕跡水深と最大浸水深の関係 
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5.4 避難困難度 

CASE 1 の条件下において避難を検討するため

単位幅比力を用いた避難困難度指標を用いた．

図.22に4時および4時5分における様子を示す．

越水期間である 4 時において，流失や損壊が大き

かった家屋付近では，すでに成人男性が避難困難 

となる 0.25 以上を示している地域があるが，性別，

世代によっては避難ができる地域が確認できる．

しかし，破堤から 5 分経過した 4 時 5 分では，決

壊地点付近で急激に 0.25 以上を示す範囲が増加

し，男女全世代において避難が困難であることが

わかった．家屋の流失および損壊が大きかったと

される家屋の付近で，全世代において安全避難が

可能だと判断できるのは決壊から 16 時間経過し

た 13 日 20 時であった．家屋被害に関する検討と

併せて考察すると，安全避難が可能となるまで屋

内で待機することは非常に困難であり，男女全世

代で安全に避難するためには越水が生じる前に

避難を行うことが重要であると考えられる．この

ことから，豪雨や台風時など河川水位の急激な上

昇が起こりうる気象条件下では，近くの河川の水

位情報や避難情報等を早期収集することが非常

に重用となることが示唆された． 

 

6. まとめ 

 本研究は，令和元年台風第 19 号で生じた千曲

川の左岸堤防の決壊による浸水災害を対象に再

現計算を行った．以下に得られた結果を示す． 

1) 本災害において考えうる境界条件を 5 つ考慮

し，痕跡水深と最大浸水深の差の RMS 値を用い

て境界条件の選定を行い，x および y 方向の流入

を考慮した流入延長 100m の境界条件 (本研究の

E) が最も精度が良いことが示された．また，排水

過程を考慮した氾濫水の挙動を考察し，樋門にお

ける排水効果が支配的であることから災害時に

おける樋門操作の重要性が示された．国土交通省

の実績浸水域と比較することで，小河川・排水路

などのより詳細な地形やポンプ車による排水条

件を考慮することの必要性等，モデルの改善点を

確認した． 

2)  領域 α および β において，広域における水深

の計算結果を開境界条件として用い，建物を考慮

した 2m メッシュにおける詳細な浸水解析を行う

ことで，建物が浸水解析に及ぼす影響を考察した． 

3) 領域 α の豊野町における実際の映像と解析結

果をもとに浸水経過を考察した．解析結果におい

て全体の水量は一致していたが，流向や浸水の時

間経過に違いが生じた．また，排水施設付近では

図.22  避難困難度 

図.21 家屋被害評価を適用した家屋を除いた場合

の家屋被害評価(15％以上) 
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排水前後で流向が変化し，堤内地の住民の避難に

影響を与える可能性から，排水を行う際には，堤

内地の避難状況や氾濫水への影響を考慮する必

要があることが示唆された． 

4) 領域 β において，建物を考慮した場合の最大

浸水深が痕跡水深に類似し，建物の有無によって

氾濫水の挙動が大きく異なることを示した．この

ことから浸水解析において，建物等の地物を考慮

する重要性が示唆された． 

5) 家屋被害について，種々の式を用いて検討を

行った．U2h の評価および旧耐震基準における倒

壊限界値を用いた評価では，おおむね被害報告と

同様な結果が得られた．地域Ⅳにおける家屋被害

には，決壊地点に近い家屋の有無が流れの様子に

大きく影響していることから，家屋被害の検討に

おいて，家屋の有無や配置が重要であることが示

された．さらに，建物被害の評価には築年数，構

造等が重要であることが示された． 

6) 家屋被害評価への活用において，家屋周囲の

メッシュにおける計算値による旧耐震基準の倒

壊限界の判別値を用いて検討を行った．本研究に

おいては，実際の家屋被害報告との比較から計算

値が倒壊限界値を超えるメッシュが家屋周囲に

おいて 15％以上存在する場合に家屋が倒壊する

と結論付けた．しかし，この比率は本研究におけ

る限定的なものであり，実用化には情報が不足し

ているため今後検討が必要である．また，各比率

において該当した家屋を除いて浸水解析を行っ

た．痕跡水深と最大浸水深の関係の差の RMS 値

から，15％以上の場合が最も再現性が高いことが

確認された．RMS 値が体育館の有無によって大き

く異なることから，体育館に本研究で用いた家屋

被害評価に該当するほどの被害はなかったと結

論付けた．また，CASE 1 と 15％以上における最

大浸水深の比較から，災害当時，決壊地点に最も

近い家屋は，決壊後，速やかに流失および大きな

損壊が生じた可能性があると示された．15％以上

の家屋被害評価に該当した家屋を除いた場合の

家屋被害評価において，全体的に被害報告と異な

る様子を示したことから，今後検討が必要である． 
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